
                                           

   2025年 8月 22日 

各 位 

会 社 名 アーキテクツ・スタジオ・ジャパン株式会社 

代 表 者 名 代表取締役社長  庵 下  伸 一 郎 

（コード番号：6085 東証グロース） 

問 合 せ 先 執行役員 管理本部長   生 島 始 郎 

       （TEL．03－6262－1256）   

 

（経過開示）株主による臨時株主総会の招集請求に関するお知らせ 

2025 年 7 月 9 日の「株主による臨時株主総会の招集請求に関するお知らせ」、2025 年 7 月 25 日の

「臨時株主総会招集のための基準日設定に関するお知らせ」及び、2025 年 8 月 12 日の「（開示事項の

変更）臨時株主総会招集のための基準日の取り消しに関するお知らせ」に関しまして、お知らせして

いる通り、当方から求めております質問に対する回答が得られておりませんので、再度添付の質問書

を請求株主の代理人に対し、送付することとしましたのでお知らせ致します。 

また、請求株主より法定備置書類の謄写請求が届きましたので、併せて添付させていただきます。 

本謄写請求に対して、1．株主名簿（令和 7年 8月 15日時点のもの）については、当該時点における

株主名簿の備え置きはなく、希望時点の株主名簿を作成するためには、費用がかかる旨つたえており、

また、5．令和 7 年 7 月末日から起算して過去 5 年分の毎月の現預金残高の推移が分かる表について、

法定備置帳簿をもとにこちらで作成して提出してよろしいのか等を、代理人を通じて先方に確認して

おりますので、まだ対応しておりませんが、整い次第対応いたします。 

以 上 
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令和７年８月２２日 

〒１００－０００５ 

東京都千代田区丸の内三丁目４番１号新国際ビル９階 

祝田法律事務所 

中谷宅雄氏代理人 

弁護士  熊  谷  真  喜 先生 

弁護士  奥  苑  直  飛 先生 

弁護士  内  藤     拓 先生 

 

〒１００－００１３                   

東京都千代田区霞が関１丁目４番１号 日土地ビル１０階 

フェアネス法律事務所             

電話：03-3500-5330／FAX：03-3500-5331 

アーキテクツ・スタジオ・ジャパン株式会社      

上記代理人弁護士  水  野  靖  史 

 

  同  弁護士  山  本  直  諒 

 

  同  弁護士  藤  永  貴  大 

 

再  質  問  状 

 

前略 当職らは、アーキテクツ・スタジオ・ジャパン株式会社（以下「当社」といいま

す。）の代理人としてご連絡致します。 

当社は、中谷宅雄氏（以下、「貴殿」といいます。）に対して、令和７年７月２５日付け

「質問状」と題する書面（以下「本件質問状」といいます）を送付したところ、貴殿は同

年８月１日付「回答書」と題する書面（以下「本件回答書」といいます。）を送付し、ご

回答されました。しかし、そのご回答内容は不十分な点が多く、当社株主に必要な情報の

提供がなされたとは言い難いものでした。そのため、当社は臨時株主総会招集のための基

準日を取り消さざるを得ませんでした。 

そこで、当社は貴殿に対し、貴殿の株主提案に対する賛否や意見を明確にするため、

改めて本再質問状においてご質問させていただきます。 

なお、令和７年８月２９日までに回答いただきますようお願い致します。当社としては

貴殿からの臨時株主総会開催請求につき、貴殿の権利を尊重し、真摯に検討しており、開

催される臨時株主総会を株主の皆様にとって有意義で共同の利益に資するものとするため
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に、貴殿に対して株主の皆様に必要な情報を求めているものであります。よって速やかな

情報提供が速やかな開催に直結することをご理解の上でご対応いただけますように重ねて

申し入れます。なお、本質問状、回答の有無及び回答内容は、投資家に向けて適時に開示

することがありますことを予めご了承下さい。 

記 

１ 選任されたばかりの役員を解任することの必要性・合理性について 

 貴殿は、令和７年６月２７日付け第１８回定時株主総会において、現取締役の再任

について何ら異議を発しませんでした。貴殿は基準日において総株主の１％以上の議

決権を有しており、本臨時株主総会招集請求においてご提案されている取締役候補を選

任することを内容とする議案提案権を行使することが可能であり、そのような手段を

通じて現取締役の再任に反対することが可能でした。しかし、貴殿はそのわずか１１

日後に、上記定時株主総会で選任された株主の解任を求めて臨時株主総会の招集請求

をされました。そのため、当社は貴殿に対し、このタイミングで解任を求めることの

必要性および合理性について回答を求めていました。 

 この点、貴殿は「現在の貴社の株主構成は、本件総会で議決権を行使した株主構成

から大きく変わっていることから、現在の経営陣が役員として適格であるかについて、

現在の株主構成の下で信任を得るべき」と回答するに留まっております。すなわち、貴

殿の請求は、定時総会の基準日以降の新株主の信任投票を行うべきであるとするにと

どまり、積極的な解任の正当事由は何ら存在しないことを吐露したものに他なりませ

ん。 

 しかし、そもそも、会社法第２９７条第１項では、会社の議決権を６か月以上前か

ら保有する株主に株主総会の招集が認められているだけであり、それより保有期間が

短期の株主が解任を求めることはできません。信任投票は、法令に従い、令和 7 年６

月２７日に既になされたものであることは論を俟たないものです。その機会は貴殿にも

与えられていたことはいうまでもありません。 

 仮に株主構成が少しでも変化した場合に常に株主の意思を問うべきであるとすれば、

上場会社の会社経営は、一部の少数株主により容易に妨害できることとなり、会社の

意思決定が阻害され、ひいては株主共同の利益を毀損することとなるため、権利の濫

用であり到底受け入れることはできません。 

 そこで、⑴貴殿は、なぜ上記定時株主総会で議決権行使をせず、かつ、自ら適任と考

える取締役を推薦する等の措置を取らなかったのかについて、ご回答ください。 

 また、貴殿の主張は、あたかも、新株主が、現在の役員体制を信任せず、敵対的関係

にあることを前提に、新株主からの要請で、新株主に変わって株主総会の招集を求めて

いるかのように伺えます。しかし、既述のとおり、株主総会の招集は、６か月以上前か

ら議決権を引き続き保有する者にのみ認められている権利であり、実質的に新株主が

解任を求めているのであるとすれば、これは法定の要件を欠き、違法な権利行使とな
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ることはいうまでもありません。 

 そこで、⑵貴殿は、新株主、とりわけ大株主であるベ ーア・ ディ ミ トリー・ フィ 

リ ップ氏が、現在の経営陣と敵対的な関係にあるとの認識であるかどうか、⑶また、

同氏からの委任で、本件招集請求を行っているのかどうかについて回答を求めます。 

 しかも、赤字経営を理由とする信任投票ということであれば、取締役全員の解任を

求めるべきであり、丸山雄平氏と石塚亮平氏については解任を求めていないことと整

合しません。すなわち、貴殿の説明と提案内容が合理的に整合していないのであり、貴

殿の真の意図は会社を徒に混乱させようとしているものと言わざるを得ません。 

 単なる信任投票であれば、定時株主総会で十分であり、近接した時期に相応のコス

トを負担してまで開催する必要性もありません。また、信任投票ということは解任の正

当事由がないことは明らかであり、任期満了までの役員報酬相当額の賠償の必要があ

ります。こうした疑問に対して貴殿からは一切の回答がありません。 

 改めて、⑷開催コストや賠償コストを負担してでも、信任投票を行う必要があること

についての合理的な説明を求めます。 

 

２ 取締役および監査等委員の解任理由の正当性について（本件質問状の２ないし４） 

 従前より繰り返し説明している通り、当社は丸山氏から代表取締役を変更したこと

で、赤字経営の原因であった丸山氏による杜撰な経費支出、プロジェクト管理を是正す

ることができ、収支は徐々に改善しております。貴殿は、当社が赤字であることを繰り

返し主張されますが、これは上記定時株主総会で既に明らかになっていたことです。こ

の点に関し、貴殿は、回答書において「貴社が赤字状態であったことは、紛れもない

事実」であると述べるに留まっています。 

 単なる赤字経営というだけでは解任の正当性がないことは明らかであり、その正当

性の具体的かつ合理的な説明を求めたにもかかわらず、単に「赤字は赤字」との回答だ

けでは、何らの正当性の説明になっていないことはいうまでもありません。むしろ、当

社の事業内容について何ら分析することなく、無手勝流に解任を求めていることは明

白で、貴殿の権利行使が権利濫用であることを裏付ける結果となっております。特に、

基幹管理システムＡＰＯＳのソフトウェア仮勘定 22,800 千円の全額減損処理は、その

システムの発注先であるインコントロール社の代表者である川井博司氏が取締役候補者

であるとすることの適格性にも関わる問題です。ところが貴社は、利益相反のリスク回

避方法も一切回答を拒否されています。 

また、貴殿は監査等委員が議決権を有していることを根拠に、監査等委員と通常の取

締役の役割を同一視しておりますが、他の取締役と区別して選任され（会社法３２９条

２項）、取締役の職務執行を監査するとともに（同法３９９条３項１号）、取締役の人

事や報酬に対して意見陳述権を有する（同項３号）監査等委員の職務の特殊性を無視し

ており、妥当ではありません。赤字経営が継続することについて、監査等委員に責任
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があるのであれば、上記監査等委員の職務にどのような懈怠があったのかについての具

体的事実を主張すべきです。 

 就任後わずか１１日しか経過していない四倉氏の解任も、監査等委員の役割に対する

貴殿の不十分な認識によるものと推察されます。仮に四倉氏を当社経営陣が選任する旨

総会決議にかけたことを問題視するのであれば、臨時株主総会において現経営陣であ

る取締役を解任し、当該臨時株主総会で選任された取締役に四倉氏の適格性を問うこ

とで十分ではないでしょうか。 

 ⑸貴殿は、上記を踏まえた上で、なお各取締役について解任に正当な理由があるこ

とを具体的にご説明いただきたく存じます。 

 

３ 新任候補者の属性情報・利益相反リスクの開示、事業計画の開示、および取締役候補

との面談について（本件質問状の５ないし７） 

 貴殿は、新任候補者の属性情報・利益相反リスクの開示、事業計画の開示、および

取締役候補との面談を拒否されております。 

 しかし、貴殿の主張は、現経営陣の赤字を理由とする信任投票が目的であるという

のですから、他の株主に対し、現経営陣を解任し、自らが推薦する候補者が適任であ

ることを合理的に説明し、議決権行使を促すための判断材料を提供することが不可欠

です。かかる材料すら提供しない、あるいは提供できないということは、貴殿の申立

が、単に会社の経営を混乱させるだけの濫用目的であることを裏付けることに他なり

ません。判断材料が何らない中で臨時株主総会を招集しても株主に十分な判断材料がな

いまま投票を求めるものであり、当社の経営に時間的・経済的圧迫を加えるだけで株

主共同の利益を害すると言わざるを得ません。 

特に、現経営陣において、取締役候補者との面談は、現経営陣が意見を述べるに当

たって不可欠の作業であると認識しております。かかる作業すら拒否するということ

は、これらの取締役候補者と貴殿が円滑にコミュニケーションできておらず、株主総会

で選任された後で真に就任することについて内諾を得られていない可能性すら疑われ

るところです。とりわけ、ディミトリ氏に関しては、未だに大量保有報告書における保

有目的を「発行者の海外事業展開」としております。真に経営に参加する目的があるの

であれば、大量保有報告書の変更を届け出てしかるべきです。かかる変更届出がなされ

ていないということは、ディミトリ氏が取締役として就任することを承諾していないこ

とを合理的に推認させるものです。 

そこで、⑹貴殿は、貴殿の推薦する取締役候補者と直接面談をしているのか、⑺各候

補者は、株主総会で選任された場合は、内諾する意思を示しているのか、⑻各候補者と

も、かかる行動が現経営陣に対し敵対的な関係となることを認識しているのか、⑼とり

わけディミトリ氏に関しては大量保有報告書の保有目的の変更を届け出ないのはどうし

てか、について説明いただきたく存じます。 
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その上で、改めて⑽取締役候補者の属性情報に関する調査の有無とその結果、⑾当

社の中期経営計画と比較可能な新取締役候補者側の事業計画を提示するよう求めま

す。 

 なお、貴殿が取締役候補の属性情報や事業計画等について十分に説明できない場

合、当社が直接、各取締役候補者に接触を図り、ヒアリングを行うことも検討している

ことを付言致します。 

以上 

 








